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第４２１回東京地方最低賃金審議会 議事録 

 

１ 日 時   令和３年７月 17 日（土） 午前 10 時 00 分から午後 11 時 19 分 

 

 ２ 場 所   九段第３合同庁舎 11 階 共用第 1－1,1－2 会議室 

 

 ３ 出席者   公益代表委員 6 名 労働者代表委員 6 名 使用者代表委員 6 名 

  

４ 議事録 

 

都留会長    定刻になりましたので、第４２１回東京地方最低賃金審議会を始めさせ

ていただきます。 

        はじめに、委員の出欠状況について事務局から報告してください。 

賃金指導官   ご報告申し上げます。 

        本日は、委員定数１８名全員がご出席ですので、最低賃金審議会令第５

条第２項に定める定足数である全委員の３分の２以上、または各側委員の

各３分の１以上を満たしておりますことをご報告いたします。 

都留会長    ありがとうございます。 

        では、本日の議事録の確認は、賃金審議会運営規定第７条に基づき、公

益委員は私、労側委員は髙野委員、使側委員は海老澤委員にお願いします。 

        議事に入ります前に、東京労働局長よりご発言があるそうですので、お

願いします。 

局長      皆さん、おはようございます。東京労働局長の土田でございます。 

        本日の審議に先立ちまして、一言おわび申し上げさせていただきます。 

        厚生労働本省におきまして、中央最低賃員審議会の審議資料として提出

いたしました賃金改定状況調査結果につきまして、集計誤りが判明し、先

般の中央最低賃金審議会におきましても、その旨、報告されたところでご

ざいます。 

        その集計誤りの結果、令和２年と令和３年の第４表の賃金上昇率を訂正

することとなりました。 
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        このうち、令和２年の賃金改定状況調査につきましては、昨年のこの東

京地方最低賃金審議会においても資料として配付をし、ご審議いただいた

ところでございます。 

        詳細は事務局から説明させていただきますが、重要な調査、統計におけ

る誤りとなり、深くおわび申し上げます。 

賃金課長    それでは、事務局のほうからご説明をさせていただきます。賃金課長の

田村と言います。 

        資料のほうですが、黄色い紙を挟みまして、資料その２の、シールがつ

いてございます１－２をご覧ください。こちらに、第３回目安に関する小

委員会の中央最低賃金審議会に提出されました資料をおつけしてござい

ます。 

        訂正内容について１枚ものの裏表の紙がついてございます。また、１４

５ページ以下には、それぞれ正誤表の形で、訂正後のもの、訂正前のもの

ということで、第４表の①、②について、１４８ページまで載っておると

ころでございます。１４９ページ以下には、また詳細な資料がついてござ

います。 

        本件についてでございますが、中央最低賃金審議会が公開しました資料

のうち、令和２年及び令和３年の今ご紹介しました第４表①、②の賃金上

昇率に誤りがございました。 

        誤りの原因としましては、厚生労働省において集計する業種を細分化し

た際に、集計プログラムに誤った改修を行ったというふうに聞いてござい

ます。 

        再発防止対策としましては、厚生労働省では作業手順及び作業体制を見

直すということとしております。大変申し訳ございませんでした。 

        私からの説明は以上です。 

都留会長    ただいまの事務局からの説明について、ご質問やご意見などがございま

すか。 

        まず、労働側委員はいかがでしょうか。 

田代委員    労側の委員の田代と申します。よろしくお願いします。 

        今ご報告、ご説明あったかと思いますが、昨年、今年ですね、中賃の資
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料で第４表に誤りがあったということで、中賃の審議、去年なり今年なり

の中賃の審議にかなり影響は少なからず与えたかというふうに思ってお

ります。 

        今年においては、中賃の最中に一応発覚といいますか、気がつかれて説

明をされたということでありましたが、昨年においては、それを基に審議

をしたと、その結果になったということで、本当に中賃の審議の内容に影

響を与えたと思いますので、これからは絶対にないように、ぜひ徹底いた

だきたいと。 

        また、今後の対策に関してもご説明あったかと思います。ぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

        また、東京においても、昨年の令和２年の結果ですね、第４表は大事な

表であります。昨年、私の記憶の範囲では、使側の先生方はあまり重要視

されていなかった、昨年においてはですね、記憶しておりますが、少なか

らず昨年の審議にも影響を与えたということでありますので、東京におい

ては、もし公益の先生から昨年の結果に関して、もし何かコメントがあれ

ばお願いいただければと思っております。 

        ぜひ、これからはそういったことのないように、よろしくお願いしたい

と思います。 

        以上でございます。 

        もし何か補足等あれば、お願いしたいと思います。 

都留会長    後ほど、会長としてこの件について発言をいたしますので、他の委員の

方、特にご発言なければ、それに委ねさせてください。 

        労側委員ほか、ご質問、ご意見等ございますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    使側委員、いかがでしょうか。 

海老澤委員   第４表でいうならば、使側にとっては、重要な賃上げの審議に対しての

統計と、調査結果ということでございますので、調査の集計等に関しては、

今後はこういうことが起こらないように、ぜひご注意いただければと思い

ます。 

        簡単ですが、以上でございます。 
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都留会長    ありがとうございました。 

        他の使側委員、いかがですか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    各側から意見が出されましたが、事務局、いかがでしょうか。 

基準部長    労働基準部長の小島でございます。 

        ご審議いただく際の調査統計における今回のような誤りについて、ご指

摘いただいた点を真摯に受け止めまして、二度とこのようなことがないよ

うに対応してまいりたいと思います。本当に申し訳ございませんでした。 

都留会長    それでは、本件について私の見解を述べたいと思います。 

        ただいまの事務局からの説明に対して、私の意見を述べます。 

        賃金改定状況調査は、中央最低賃金審議会において目安審議の参考とさ

れることに加えて、東京地方最低賃金審議会においては、委員から賃金改

定状況調査の第４表に基づく主張がある等、最低賃金を引き上げる金額を

決める重要な審議資料となっております。その第４表の賃金上昇率の数字

に誤りがあったことについては、極めて遺憾であると言わざるを得ないで

す。 

        厚生労働省並びに事務局は、この事態の深刻さを強く反省され、再発防

止策の徹底を求めるところです。 

        正確ではなかった数値を前提に議論をし、公益委員見解を出したことに

対して、皆様に深くおわび申し上げます。本当に申し訳ありませんでした。 

        今後は、厚生労働省並びに事務局において、再発防止策とその検証に努

めていただき、正確な資料に基づいて、今年度以降の東京都最低賃金の議

論ができるように努力してまいります。 

        以上です。 

        本件に関する議論は以上とさせていただき、今年度の議論に移りたいと

考えますが、各側はいかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

都留会長    よろしいですね。それでは、お手元にお配りしております議事次第に従

い、議事を進めてまいります。 

        まず、議事（１）ですが、令和３年７月１６日付で、中央最低賃金審議
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会におきまして答申が出されております。その「令和３年度地域別最低賃

金額改定の目安について」という表題の答申内容に関して、事務局から説

明をお願いします。 

賃金課長    それでは、事務局から説明をさせていただきます。資料（その２）の資

料２、１５９ページをご覧ください。資料の黄色い紙を挟んで（その２）

になってございます。資料２というシールがついてございますので、そこ

から令和３年７月１６日付、中央最低賃金審議会答申が載ってございます。 

        答申につきましては１にありますとおり、金額に関し意見の一致をみる

に至らなかったとしまして、２、地方最低賃金審議会における審議に資する

ため、公益委員見解並びに目安小委員会報告を地方最低賃金審議会に提示す

るとされました。 

        ３におきましては、地方最低賃金審議会においては公益委員の見解を参酌

し、自主性を発揮することを強く期待するとしております。 

        ４におきましては、業務改善助成金について特例的な要件緩和・拡充を早急

に行うことを政府に対し強く要望するとしております。 

        続きまして、公益見解についてご説明をさせていただきます。１６０ページ

をご覧ください。 

        令和３年度地域別最低賃金額改定の引上げ額の目安は、東京を含むＡランク、

Ｂランク、Ｃランク、Ｄランク、全てのランクが金額２８円とされました。 

        公益委員見解を取りまとめるに至った理由が７点ほど挙げてございます。 

        ①としまして、賃金改定状況調査結果第４表、春季賃上げ妥結状況等におけ

る賃金上昇率は、昨年より上げ幅は縮小しているが引き続きプラスの水準を

示している。また、昨年度は、最低賃金の引上げの目安を示せず、最低賃金の

引上げ率は０．１％であった。 

        ②としまして、消費者物価指数は横ばい圏内で推移しており、名目ＧＤＰは、

令和２年には落ち込んだものの、足下では一時期より回復していること、加

えて、新型コロナウイルス感染症の感染状況については予断を許さないものの、

今年度はワクチン接種が開始されるなど、少なくとも昨年度とは審議の前提と

なる状況が異なっている。 

        ③としまして、法人企業統計における企業利益は、足下では、産業全体では
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回復が見られること。 

        次のページです。また、一部産業では引き続きマイナスとなっているものの、

政府として、感染症の影響を受けて厳しい業況の企業に配慮しつつ、生産性向

上等に取り組む中小企業への支援強化、下請取引の適正化、金融支援等に一層

取り組む方針である。 

        ④としまして、雇用情勢は、令和２年には悪化したものの、足下では横ばい

圏内で推移しており、有効求人倍率は１倍を超え、失業率も３％以下で推移し

ている。 

        ⑤としまして、政府としましては、最低賃金について、より早期に全国加重

平均１，０００円を目指すこととされているところ、①から④までの状況を総

合的に勘案をすれば、平成２８年度から令和元年度までの最低賃金を３．０～

３．１％引き上げてきた時期と比べて、今年度の状況は大きく異なるとは言え

ず、最低賃金をその時期と同程度引き上げた場合に、マクロで見た際の雇用情

勢に大きな影響を与えるとまでは言えないと考えられる。 

        ⑥としまして、地域間格差への配慮の観点から、少なくとも地域別最低賃金

の最高額に対する最低額の比率を引き続き上昇させていく必要がある、また、

賃金改定状況調査結果第４表のうちＡランクとＣランクが最も高い賃金上昇

率であった。一方、雇用情勢については昨年においてＡランクを中心に悪化し

たこと等を総合的に勘案する必要がある。 

        最後、⑦としまして、最低賃金を含めた賃金の引上げにより、可処分所得の

継続的な拡大と将来の安心の確保を図り、さらに消費の拡大につなげるという

経済の好循環を実現させることや、非正規雇用労働者の処遇改善が社会的に求

められていることを特に重視する必要がある等の検討を行ったことを根拠と

してございます。 

        目安小委員会としましては、地方最低賃金審議会において、地域別最低賃金

の審議に際し、地域の経済・雇用の実態を見極めつつ、目安を十分に参酌する

ことを強く期待するとされております。 

        また（２）におきましては、生活保護水準と最低賃金との乖離が生じていな

いということを確認しております。 

        （３）としましては、最低賃金引上げの影響については、影響率や雇用者数
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等を注視しつつ、慎重に検討していくことが必要であるとされております。 

        最後に、小委員会報告から目安小委員会における審議において主張されまし

た、労働者側、使用者側の見解をご説明させていただきます。 

        労働者側の見解でございますが、１６２ページにございます。 

        現在も新型コロナウイルス感染症による影響は予断を許さないものの、先行

きを見通す環境は確実に変化しており、ワクチン接種や世界・日本経済の回復

など、昨年度とは明らかに状況が異なるとしまして、最低賃金を改定しないこ

とは社会不安を増大させ格差を是認することと同義であり、有額の目安を示す

ことで、セーフティネットとしての機能を果たし、最低賃金法第１条にある「国

民経済の健全な発展に寄与する」という目的を達成するべきであるという主張

がされました。 

        さらに、日本の最低賃金が国際的に見ても低位であること、エッセンシャル

ワーカーの中には処遇が高くない労働者も少なくなく、コロナ禍で懸命に働

き続けている労働者の努力に報いるためにも、最低賃金の引上げを行うべき

である等の主張をされたところでございます。 

        一方、使用者側の委員からは、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大の兆

候が見られ、第５波の到来が懸念されているうえ、休業要請等により経済活動

が抑制された状況では、中小企業はコロナ禍で従前にもまして、賃金支払能

力が乏しい状況にあるとの認識を示しました。 

        今年度は最低賃金決定要素の３要素のうち、通常の事業の賃金支払能力を最

も重視して審議を進めるべきであると主張されまして、コロナ禍の影響が深刻

な宿泊・飲食・交通・運輸などの業種において、経営状況や賃金支払能力に焦

点を当てるべきであると述べられました。 

        最低賃金の引上げは危機的な経営状況の経営者にとって、雇用を維持したい

という切実な思いを切り捨てるものにほかならないとの認識を示されました。 

        以上を踏まえまして、今は、「事業の存続」と「雇用の維持」を最優先すべ

きであり、今年度は最低賃金を引き上げず、「現行水準を維持」すべきである

と主張されました。 

        目安小委員会としましては、地方最低賃金審議会における円滑な審議に資す

るため、これを公益委員見解として地方最低賃金審議会に示すよう総会に報告
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することとされております。なお、使用者側委員からは、公益委員見解を地方

最低賃金審議会に示すよう総会に報告することは適当ではないとの意見を表

明されたということでございます。 

        私からの説明は以上です。 

都留会長    ありがとうございました。 

        ただいまの事務局からの説明について、ご質問はありますか。よろしい

ですか。 

        中央最低賃金審議会答申により示された目安及び基礎調査結果や資料の

説明を踏まえ、労・使各側から現段階における基本的な考え方の表明をお

願いいたします。 

        まず、労側はいかがでしょう。 

田代委員    今、詳細にわたる小委員会の報告を含めて、ありがとうございました。 

        労側の意見ということで述べさせていただきたいと思います。 

        本年の審議会、昨年に引き続いてコロナ禍での審議となるということは

言うまでもありません。昨年は、コロナウイルス感染症に対する備えも知

見もない中での審議だったかと思います。ただ、この１年間、様々な経験

や対応を積み重ねてくる中で、経済状況はもとより、働き方や暮らしその

ものが大きく変わってきているということを踏まえての審議になると認

識をしてございます。 

        コロナ感染症の影響は感染拡大におけるまん延防止等重点措置、また、

現在でも発出されておりますが、緊急事態宣言を繰り返す状態が続いてお

り、現在も宿泊や飲食を中心に、一部の産業、業種で厳しい経営環境下に

あるということは私たちも認識をしております。 

        ただ一方で、最低賃金近傍で働く労働者は、解雇や勤務日数の減少によっ

て収入が激減する、そういった中での生活、その困窮度は深刻さを増して

いるということであります。私ども労働組合の連合に寄せられる労働相談

の中でも、不安を訴える声が数多く寄せられ続けております。 

        そのような中、唯一確かな見通しが望めるワクチン接種スタートという

ことで、私も昨日、ワクチンを打ってまいりました。今日はちょっと副反

応が不安だったのですが、会議に出席することができました。 
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        急速にワクチン接種が進んでおり、このことによる経済や雇用情勢、そ

して暮らしなど含めた社会の回復が期待される状況になってきているこ

とも事実だと認識しております。 

        また、私たち労働者といたしましては、前回の７月２日開催の第４２０

回審議会において紹介されましたが、私たち連合東京では、首都東京にお

いては目指すべき水準、時給１，５００円という、１，６００筆を超える

団体署名を提出いたしました。また同様の趣旨で、都内の様々な労働団体

の方々からも要請書が提出されております。 

        そういった団体、さらには、東京都内で働く労働者全体の代表として、

職場、労働者一人一人の声を大切にして、この場でお伝えして、実りある

審議結果を出せるよう、最大限の努力をしてまいりたいと思います。 

        また、連合の調査にさせていただいた賃金の調査ですね、この春闘、詳

細はまた後ほどの専門部会でご報告いたしますが、昨年には並びませんが、

多少少ないですが、賃上げ、きっちりとさせていただいております。専門

部会の場でまたご報告させていただきたいと思います。 

        また、今回の目安でございますけれども、全ランクで２８円の引上げと

いう公益委員の見解につきましては、昨年の東京においては引上げ額ゼロ

に終わったこと、ある意味、東京においては２年分という受け止め方がで

きるかと思います。 

        中賃での審議経過、その場での中賃の藤村委員長の発言、また、事務折

衝時の事務局の発言等を詳細に、かつ的確に把握しながら、これから労働

側として東京の審議に臨んでまいりたいと思っております。 

        最後、日程感でございますけれども、従来どおりの審議日程で行われる

東京以外の他の地域に対しまして、東京はオリンピック開催の競技種目が

多いということから、従来になく早い日程で、かつ短期間での審議という

スケジュールでございます。従来以上に濃い審議をさせていただきたく思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

        また、先の審議ということで、他の道府県への波及もしっかり意識しな

がら審議していかなければならない、そういった結果を出していかなけれ

ばならないと思っております。 
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        労側といたしましては、昨年の反省の下、真摯な審議が行えるよう、最

大限の努力をしてまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いした

いと思います。 

        以上でございます。 

都留会長    ありがとうございました。 

        労側委員の他の委員の方、ご発言ございますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    それでは次に、使側はいかがでしょうか。 

海老澤委員   使側としては、このコロナが３日連続、また１，０００人越えという状

況でございますし、事業の存続、それから雇用の維持ということを最優先

すべきであるということで、中賃のほうでも主張してきたところでござい

ます。 

        そういうことで、現状維持ということを主張してきたわけですけれども、

公益見解として過去最大の加重平均２８円という目安を示されたことにつ

いては、非常に驚きをもって受け止めているところです。 

        一方で、皆さん各委員の方々のご意見があろうかと思いますので、そう

いったことを慎重に審議しながら、今年度については進めていきたいとい

うふうに思っているところです。 

        以上です。 

都留会長    ありがとうございました。 

        使側委員の他の方、ご発言ございますか。 

杉崎委員    ありがとうございます。補足をさせていただきたいと思います。 

        ４点ほど申し上げます。 

        １点目はコロナ禍が非常に長引いている状況にございます。そうした中

で、とりわけ宿泊・飲食業は厳しい経営環境に置かれておりまして、業績

も非常に厳しい企業が多いという状況になってございます。今は、雇用の

維持と事業の存続を最優先にすべき状況であるという認識をもってござい

ます。 

        ２点目でございます。特に東京においては感染者数が再び拡大傾向にご

ざいまして、ここ数日は１，０００人台という状況になってございます。
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また、緊急事態宣言下にあるということでございます。飲食業を中心に、

この緊急事態宣言下で経済活動が抑制されている状況にございます。 

        一方で、雇用状況に目を転じますと、有効求人倍率、東京では１を割っ

ておりまして、非常に厳しい状況になってございます。 

        ３点目を申し上げます。目安についてであります。地方最低賃金審議会

で全ランク２８円という大幅引上げの目安が示されました。使用者側とし

ては到底受け入れることができない金額でございます。目安についてはあ

くまで参考でありまして、地方審議会の審議を拘束するものではないとい

うふうに位置づけられております。こうした点を考慮して審議を進めてい

く必要があるかと思います。 

        最後、４点目でございます。中央の目安審議においてもそうですし、こ

の地方審議においてもそうでございますが、政府方針に特段の配慮をして

決定するということではなく、何よりもデータですとか、指標に基づいて

議論をして、納得感のある水準を決定しているということが、この審議会

に課せられた役割であり、果たすべき役割でもあると考えてございます。 

        こうした点を十分に認識した上で、真摯な議論を尽くしてまいりたいと

いうふうに考えてございます。よろしくお願いいたします。 

都留会長    ありがとうございました。 

        使側委員の他の委員の方、ご発言ございますか。 

加藤委員    重なる部分はありますが、一言述べさせていただきます。 

        まず、中賃の目安については、大変驚きをもって受け止めております。

到底受け入れられるものではないということです。 

        先ほど事務局からも説明がありましたが、公益委員見解、特に２の（１）

として⑤のところですね、現状認識ということなんでしょうけれども、①

から④までの状況を総合的に勘案すれば云々ということで、３％～３．１

％引き上げてきた時期と、今の状況は大きく異なるとは言えないというふ

うな現状認識であるということを非常に驚きました。どういう日常を送っ

ていらっしゃるのかというふうな疑問を持たざるを得ません。 

        それと、先ほど小委員会報告の中で使用者側意見として申し上げられて

おりますけども、「最低賃金は、各種データによる明確な根拠を基に、納
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得感のある水準とすべきであり、最低賃金の引上げなど、法が定める目的

以外に用いるべきではない」というふうに主張しております。 

        東京労働局長からも、骨太の方針及び成長戦略に配意して審議をという

諮問があったわけですけれども、骨太の方針の中では、賃上げを通じた経

済の底上げというふうにうたっております。 

        最低賃金をこうした経済施策のツールとして使うことが常態化してきて

おります。これは最低賃金法の趣旨を逸脱しているのではないかと、非常

に不安を覚えております。 

        この後の具体的な審議に際しては、事業の継続と雇用の確保、それから、

具体的には賃金の支払能力と、こういう点に重点を置いた審議をしていく

べきだというふうに考えております。 

        以上でございます。 

都留会長    ありがとうございました。 

        使側の他の委員の方、ご発言ございますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    ただいま労側意見、使側意見を伺ったわけですが、これについて何か公

益委員、ご質問等はございますか。特にないですね。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    それでは、中央最低賃金審議会の答申を参考として、今後、専門部会に

おいて金額審議をお願いしたいと思います。 

        続きまして、議事（２）「東京都最低賃金の改正決定に係る意見につい

て」に移ります。事務局から説明をお願いいたします。 

賃金課長    東京都最低賃金の改正決定に係る意見につきましては、最低賃金法第２５

条第５項、同法施行規則第１１条第１項に基づきまして、令和３年７月２日付、

意見聴取の公示を行いました。提出期日まで２６件の意見書の提出がございま

したので、本日、資料１「東京都最低賃金の改正決定に係る意見書」として全

てお手元にお配りしております。 

        また、意見書ではございませんが、要請書等のご提出がありましたので、資

料集、一番最後のところに参考として全て配付してございます。 

        それでは、意見書の要旨及び要請書等につきまして、事務局のほうから説明
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させていただきます。 

賃金指導官   各労働団体からいただきました意見書に関しまして、その要旨をご紹介

します。 

        意見書は全部で２６の団体からいただきました。お手元の資料のその１

の３ページに資料１－１として、意見書の提出者一覧表がございます。各

団体からの意見書につきましては、資料の５ページ以降をご覧ください。 

        時間が限られてございますので、意見書の全部を読むことは割愛させて

いただき、要旨のみのご紹介とさせていただきます。 

        まず、資料５ページほか、提出者１、東京地方医療労働組合連合会、提

出者７、全医労東京病院支部、８、全医労村山支部、９、全医労多摩全生

園支部、１０、全医労東京医療センター支部、１４、日本医科大学労働組

合からのご意見です。 

        「コロナ禍だからこそ賃金を上げ、安全・安心な医療・介護の確保と地

域経済回復が求められます。同時に中小企業への実効ある支援策を諸外国

のように大規模に進めることが欠かせません」として、「最低賃金審議会

においては、命と暮らしを守るため、労働者の置かれている実情を把握し、

労働者の声を聴き、最低賃金を大幅に引き上げる判断をすることを強く求

めます」という意見です。 

        同様の意見を、提出者１６、東京民医連労働組合協立医師協同組合支部

からもいただいております。 

        次に、資料７ページ、提出者２、足立区労働組合総連合からの意見です。 

        「東京における最低賃金を、１，５００円以上となる大幅な引上げを実

現することを求めます。また、労働者の生活の安定を目的とする最低賃金

法の趣旨にのっとり、労働者の生計費を主軸に審議していただくことを求

めます。 

        地域別最低賃金の格差解消に向け全国一律最低賃金制度の創設を審議

することを求めます。 

        中央最低賃金審議会と厚生労働大臣に、中小企業への支援策を抜本的に

強化することを求めてください。 

        審議会・専門部会を全面公開とし、公開の審議の場での最低賃金ライン
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の労働者の意見陳述を実施するよう求めます」というご意見です。 

        同様の意見を、提出者３、渋谷区労働組合総連合、４、文京区労働組合

総連合、６、三多摩国民春闘共闘会議、１１、東京自治体労働組合総連合、

１３、コミュニティーユニオン東京江戸川支部、１５、東京都立大学労働

組合、１８、民放労連関東地方連合会、１９、日本出版労働組合連合会、

２３、新宿区労働組合総連合からもいただいております。 

        提出者１９、日本出版労働組合連合会からは、加えて、廃止された出版

業における賃金実態、公正競争の確保に関して、直接、意見陳述する場を

実現してくださいという意見をいただいております。 

        次に、資料１３ページほか、提出者５、新宿区労働組合総連合女性セン

ター及び２５、東京地方労働組合評議会女性センターからのご意見です。 

       「１、コロナ禍だからこそ賃金を引き上げ、消費を増やし、地域経済を活

性化させることが重要です。中小企業に最賃引上げのための助成・援助措

置を行い、賃金水準を引き上げていくこと、その近道は「最低賃金を引き

上げること」です。 

        ２、最低賃金は、憲法第２５条、労働基準法第１条に基づき、人たるに

値する生活を保障するにふさわしい水準まで大幅に引き上げられるべきで

す。企業の支払能力との見合いで決められるものではありません。今すぐ

時給１，５００円以上に引き上げられることが求められています。 

        ３、「女性の貧困」、「子どもの貧困」をなくし、「ひとり親世帯」が

普通に生活できるように、最低賃金の引上げを行うべきです。 

        男女賃金格差をはじめとしたあらゆる賃金格差を是正し、均等待遇原則

を実現するために、最低賃金を大幅に引き上げるべきです。 

        地域間の経済格差を解消し、地域経済を活性化させるために、全国一律

最低賃金制度を確立するべきです」というご意見です。 

        次に、資料２９ページ、提出者１２、東京都障害児学校教職員組合から

の意見です。 

        「特別支援学校で学び、卒業していく生徒たちの多くは、非正規雇用で

しかも最低賃金付近で働かざるを得ない現状です。障害があっても、保護者

の援勘等なしに生きていくことができる労働の保障が求められます。最抵賃金
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の引上げは、卒業生の働き方・人生に関わる重要な課題です。 

        全ての労働者とその家族、子どもの生活を保障するためにも、最低賃金は直

ちに１時間１，５００円以上にしてください」という意見です。 

        次に、資料３９ページ、提出者１７、郵政産業ユニオン東京地方本部か

らの意見です。 

        「郵政労働者はもとより、全ての労働者の賃金が底上げされ、健康的に

生活をしながら安心して貯金ができるような余裕が持てるようになるため

に、東京地方最低賃金審議会は今年こそ最低賃金を引き上げるよう願いま

す」というご意見です。 

        次に、４７ページ、提出者２０、東京春闘共闘会議からのご意見です。 

        「地域間格差解消に向けた「全国一律最低賃金制度」と「東京で早期に

時給１，５００円の実現」の実施を要請します。 

        また、上位企業による優越的地位の乱用、不公平取引などにより厳しい

経営を余儀なくされている中小零細企業については、企業内最低賃金の引

上げと、賃金体系全体の底上げに対して、直接的な支援策を拡充すること

を求めます」という意見です。 

        また、添付資料が２点あります。 

        １点目は、最低生活費試算調査概要として、東京で若者が普通に暮らす

ためには、少なくとも時給１，５００円が必要であるという結論に至った

というものです。 

        ２点目は、２０２０年１０月に実施した、都内パート・アルバイト募集

時給調査概要です。募集平均時給は全都で１，１５１円、昨年比プラス１

円で、２０１９年調査における昨年比プラス６２円に比べて、僅かな引上

げとなったというものです。 

        次に、５３ページ、提出者２１、東京地方労働組合評議会青年部協議会

からのご意見です。 

        「青年労働者を取り巻く実態を踏まえた上で、人たるに値する生活を保

障するものかどうかという観点から審議していただくとともに、東京で早

期に最低賃金１，５００円の実現を求めます」という意見です。 

        次に、資料５５ページ、提出者２２、全労連・全国一般労働組合東京地
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方本部からの意見です。 

        「現行法によるランク制の下でも、地域別最低賃金の格差を解消すると

ともに、世界の主流である全国一律最賃制を早期に実現するように、政府

に働きかけていただきたい。また、そのための最低賃金法改正を実現して

いただきたい。 

        東京の最低賃金は、生計費調査の結果に基づけば１，５００円以上必要

となります。日本ではナショナル・ミニマム基準がないことからこの調査

を基に東京の最低賃金を早期に１，５００円とされたい。 

        最低賃金は、時給だけでなく月額での規定を再度決定し、安定した生活

の保障を講じられたい。 

        ２０２１年度東京地方最低賃金審議委員に立候補した東京春闘共闘会

議推薦者の者が選考されなかった具体的な理由と選考基準を明らかにする

とともに、基発４５号に基づく公正な選出を行うこと。 

        最賃審議会、専門部会の情報公開を完全に行うとともに、最低賃金で生

活する労働者の意見陳述を実現すること」という意見です。 

        次に、５９ページ、提出者２４、東京パート非正規労働者連絡会からの

意見です。 

        「全国一律最低賃金制度とすること。 

        最低賃金を、直ちに時給１，５００円に引き上げること」という意見で

す。 

        また、添付資料として、最低賃金近傍労働者の男女別・雇用形態別分布

等の資料が提出されております。 

        最後に、１４３ページ、提出者２６、東京土建一般労働組合からの意見

です。 

        「私たちの要求は全国どこでも早期に時間額１，５００円以上、東京で

は今すぐ１，５００円を実現することです。そのために、具体的な審議、

決定をお願いします。 

        最低賃金の地域間格差をなくし、全国一律の最低賃金制度にしてくださ

い。 

        最低賃金引上げに伴い、中小企業への支援策を拡充してください。 
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        東京で、最低賃金に近い収入で暮らす若年労働者、非正規労働者の直接

公開の意見陳述を実施してください」という意見です。 

        添付資料として、２０８名の組合員からの自筆の意見書の写しが添付さ

れております。 

        以上が、令和３年度の東京都最低賃金審議に当たって、東京地方最低賃

金審議会に寄せられた意見の要旨です。 

        続きまして、意見書ではありませんが、最低賃金に関する要請がありま

したのでご紹介いたします。お手元の資料の一番最後から４ページ目の参

考目次をご覧ください。 

        まず、参考１です。東京弁護士会より、２０２１年６月３０日付で、東

京地方最低賃金審議会会長宛て、最低賃金額の引上げと中小企業の中小企

業の支援策を求める会長声明と題する文書が提出されております。 

        参考２は、東京春闘共闘会議から、２０２１年７月７日付で、東京労働

局長宛て、全国一律最低賃金制度と東京で早期に時給１５００円の実現、

東京最賃審議会の全面公開と意見陳述を求める要請書と題する要請書が提

出されております。 

        参考３は、東京春闘共闘会議から、全国一律最低賃金制度の創設と東京

で今すぐ時給１，５００円以上の実現を求める要請と題する署名について、

累計２万８６６筆提出されましたので、中央のテーブルに置かせていただ

いております。署名には、東京土建一般労働組合からのものも含まれてい

ます。 

        参考４は、東京春闘共闘会議から提出されました、自治体キャラバン１

７、全都募集時給調査報告・２０２０年１０月実施です。 

        参考５は、東京春闘共闘会議から提出されました、東京都最低生計費試

算調査の結果について、２０１９年１２月１８日、東京地方労働組合評議

会です。 

        参考６は、東京春闘共闘会議から提出されました「コロナにまけない！

食料×生活支援プロジェクト」、東京地方労働組合評議会コロナ対策本部

です。 

        参考７は、東京春闘共闘会議から提出されました、最低賃金について菅
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首相に伝えたいこと、全国生協労働組合連合会です。 

        参考８は、東京春闘共闘会議から提出されました、中小企業支援に全力

入れて、最低賃金の引上げで地域循環経済を、東京地方労働組合評議会／

東京春闘共闘会議となります。 

        参考４から８につきましては、お手元に別冊でお配りをしております。 

        意見書の要旨及び要請書については以上です。 

都留会長    ありがとうございました。 

        提出された意見等について、何かご意見、ご感想などはありますか。ま

ず、労働側はいかがでしょう。 

田代委員    これだけの意見書を含めて提出いただいております。その代表といたし

まして、結果を含めてしっかり頑張っていきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

都留会長    労側、他の委員の方ありますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    使側委員、いかがでしょうか。 

海老澤委員   いろいろご意見があるということを踏まえまして、今後の審議に臨みた

いというふうに思います。 

都留会長    ありがとうございました。 

        使側委員の他の委員の方、ございますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    今回提出された意見書を通じて、働いている方の様々な実態が伝わって

きたと思います。 

        また、審議会の運営に関しても様々なご意見があるということを理解し

ました。そのことを踏まえて審議をしていきたいと考えます。 

        次に、議事（３）「労働経済関係統計資料等について」ですが、事務局

から説明をお願いします。 

賃金指導官   こちらの紙ファイルの前半部分の資料（その１）の資料２から資料１０

について説明をさせていただきます。 

        資料２、主要指標の推移をご覧ください。 

        事務局で作成いたしました２１９ページ以降の資料についてご説明させ
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ていただきます。 

        ２１９ページの労働経済関係資料（その１）は、雇用、賃金、労働時間、

求人倍率等の雇用状況に関する資料となります。 

        裏面２２０ページの労働経済関係資料（その２）には、鉱工業指数、所

得・消費、物価指数、企業倒産等の状況といった雇用を取り巻く経済環境

に関する資料となっております。 

        続きまして、２２１ページの資料２－２をご覧ください。 

        東京都及び内閣府で発表している都内総生産、国内総生産の数値になっ

ております。東京都の数値は令和２年度以降の公表を休止しております。 

        続きまして、資料２－３、２２２ページをご覧ください。 

        内閣府で発表されている都民及び国民１人当たりの所得及び雇用者報酬

の額になります。令和元年度以降の数値は現時点で公表されておりません。 

        続いて、資料２－４、２２３ページをご覧ください。 

        東京都内の中小企業の設備投資の動向について、四半期ごとの推移を示

したものになります。 

        続いて、資料２－５、２２４ページをご覧ください。 

        内閣府から発表されている機械受注統計調査報告に基づく資料になりま

す。船舶、電力を除く年次の動向を示したものとなります。 

        続いて、資料２－６、２２５ページをご覧ください。こちらは国土交通

省で発表されている建築着工統計調査に基づくものです。 

        続いて、資料２－７、２２６ページをご覧ください。こちらは経済産業

省が実施している商業動態統計の百貨店・スーパー販売額の統計数値に

なっております。 

        続きまして、資料３、経済情勢関係資料についてご説明いたします。 

        ２２９ページ以降の資料３－１には、全国の景気を示す指標として、本

年７月１日に発表されました日銀の短観（概要）２０２１年６月を掲載さ

せていただいております。全国の約１万社の企業を対象に四半期ごとに実

施しているものになります。 

        続きまして、２４７ページの資料３－２、東京都中小企業の景況になり

ます。 
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        こちらは東京都の中小企業の景気を示す指標として、東京都産業労働局

から発表されたものになります。 

        続きまして、資料４、賃金関係資料についてご説明させていただきます。 

        まず、資料４－１から４－３までの資料におきましては、賃金構造基本

統計調査の数値から事務局が作成した資料となります。 

        ２５５ページの資料４－１は、東京都内における高卒、大卒の新規学卒

者の初任給の額の推移をそれぞれ男女別に集計したものになります。 

        資料４－２、２５７ページをご覧ください。 

        短時間労働者のうち、女性の１時間当たりの所定内給与の推移を示した

ものになります。最低賃金の影響を受けやすいと言われる女性に着目した

形で作成した資料になりますが、こちらの資料４－１及び４－２について

は、令和２年以降、集計方法が変更されたため、前年分までと単純に比較

できないかと思われますが、ご参考までに掲載しております。 

        続きまして、２５９ページの資料４－３をご覧ください。 

        東京を含めたＡランク内及び全国平均における女性の短時間労働者の１

時間当たりの所定内賃金額の推移をまとめたものになります。 

        こちらも先ほど同様、令和２年以降、集計方法が変更されたため、前年

分までと単純に比較できないものですが、表を分けて参考掲載としており

ます。 

        続きまして、２６１ページ、資料４－４をご覧ください。 

        こちらは本年の春季賃上げ状況の資料となります。 

        資料の２６１ページは春季賃上げ要求、２６２ページが妥結状況となり

ます。 

        また、２６３ページに過去１０年間の要求・妥結結果が示されたものに

なります。 

        続いて、資料５についてご説明させていただきます。こちらは生計費関

係の資料になります。 

        ２６７ページの資料５－１は、Ａランク内（主要都市）における標準生

計費の推移の数値を比較したものになります。 

        裏面になりますが、２６８ページの資料５－２は、Ａランク内における
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家計収支費の推移です。総務省が発表しております全国消費実態調査に基

づき、主要都市の実収入・実支出等の推移を表にまとめたものになります。 

        続きまして、資料５－３、２６９ページをご覧ください。 

        Ａランク内における消費者物価地域差指数の推移となります。こちらは

令和２年については現時点で公表されておりません。 

        続きまして、２７０ページ、資料５－４をご覧ください。 

        平均消費性向の推移について記載しております。注意書きにもございま

すように、平均消費者性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合を示

したものになります。 

        続いて、資料６は最低賃金の推移関係資料になります。 

        ２７３ページの資料６－１ですが、こちらは東京を含めたＡランク内に

おける地域別最低賃金の推移になります。平成２１年度以降のＡランク内

の最低賃金額引上げ率発効日をまとめた表になっております。 

        続きまして、２７４ページの資料６－２をご覧ください。 

        こちらはＡランク内における最低賃金額と一般賃金水準との比較になり

ます。左から一般労働者、パート女性労働者、高卒初任給となっており、

賃金水準と最低賃金の比率・比較を表したものとして表にまとめておりま

す。 

        こちらも先ほど同様、令和２年以降、集計方法が変更されているため、

パート女性労働者の数値が前年分までと単純に比較できないものとなって

おりますが、参考掲載しております。 

        続きまして、２７５ページの資料６－３をご覧ください。 

        こちらはＡランク内における全国加重平均による地域別最低賃金の影響

率と未満率の推移を表したものになります。注意書きにありますように、

影響率は当該年度の最低賃金の改正により、その改定後に最低賃金を下回

る労働者数の割合になります。 

        また、未満率につきましては、当該年度の最低賃金を引き上げる前、つ

まり現在設定されている最低賃金を下回っている労働者の割合になります。 

        続きまして資料７をご覧ください。 

        今年度の最低賃金に関する実態調査として、令和３年度最低賃金に関す
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る基礎調査結果となります。 

        ２７９ページの資料７－１をご覧ください。 

        調査対象事業所数は東京労働局の場合、本年約３，５００事業所に調査

票を送付し、回答を得た調査対象事業所に雇用される労働者は約１万３，

０００人となっております。 

        調査結果についてご説明いたします。資料の２８１ページをご覧くださ

い。 

        総括表（１）として、全労働者を対象としたもので、表の左側が事業所

の規模別、右側が年齢別の集計結果となります。 

        一番左の欄に１時間当たりの所定内賃金額が１円刻みに記載されており、

各行に累積労働者数と累積構成比が示されております。上段が累積労働者、

下段が累積構成比になります。 

        未満率についてご説明いたします。 

        現在、東京の最低賃金は１，０１３円ですので、１，０１２円の欄をご

覧をいただきますと、１，０１２円で支払いを受けている方の累計労働者

数、累計構成比が示されております。累計構成比１．７％となっておりま

すので、令和３年度における全体の未満率は１．７％ということになりま

す。 

        次に、２８５ページをご覧ください。 

        こちらの表はパート労働者を対象としたものになります。先ほどと同様

に１，０１２円の欄をご覧をいただきますと、パート労働者の未満率は２．

４％という数字になっております。 

        次に、２８９ページ、総括表（２）をご覧ください。 

        こちらは全労働者対象で、左側が男性の年齢別、右側が女性の年齢別の

集計結果となっております。こちらも同様に１円刻みの各行に、累積労働

者数と累積構成比が示されたものになります。 

        次に、資料７－３をご覧ください。先ほどの集計表をグラフにしたもの

になります。 

        ２９７ページから３０３ページまでは、１円刻み、１０円刻み、１００

円刻みでそれぞれ棒グラフとして示したものになります。 
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        次に３０５ページ、資料７－４をご覧ください。 

        こちらは東京都における最低賃金の未満率の推移です。先ほど申しまし

たように、令和３年度につきましては、全体の未満率が１．７％となって

おります。こちらでは平成２７年度からの推移をまとめたものになります。 

        ３０６ページの資料７－５をご覧ください。 

        東京都の最低賃金の影響率の推移となります。 

        続きまして、資料８をご覧ください。 

        最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果に関する資料となります。 

        毎年１月から３月にかけて、全国で最低賃金の履行確保を主眼とする監

督指導を行っております。上段が東京の数値、下段が全国の数値となって

おります。 

        下の注に記載しておりますとおり、令和３年は緊急事態宣言等が発出さ

れたことに伴い、監督の実施を延期したため、例年より監督結果が少なく

なっております。 

        続きまして、３１１ページの資料９をご覧ください。 

        最低賃金の国際比較の資料になります。 

        本年５月２６日の第１回目安制度の在り方に関する全員協議会において

配付された資料の抜粋となります。 

        続きまして、資料１０をご覧ください。 

        賃金引上げ等生産性向上に向けた支援等に係る資料になります。 

        ３１７ページをご覧ください。 

        令和３年度業務改善助成金のリーフレットです。事業所内で最も低い時

間給を２０円以上引き上げた中小企業、小規模事業者に対して、設備投資

等にかかった費用の一部を助成する制度で、引き上げる労働者数に応じて

上限額が異なります。 

        また、３１９ページをご覧ください。働き方改革推進支援センターにお

いては、賃金引上げのための業務改善に関する相談に関し、無料相談をワン

ストップで支援しております。 

        続きまして、３２１ページから３２３ページには、中小企業等の生産性

向上等に係る支援策（助成金）を東京労働局でまとめた表及び新型コロナ
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ウイルス感染症に伴う各種支援制度について、内閣官房ホームページに記

載されたものになります。 

        ３２１ページでは、中小企業等の生産性向上等に係る支援策として、先

ほどご説明した業務改善助成金をはじめ、キャリアアップ助成金など、様々

な支援策がございますので、東京労働局におきましても、これらの制度の

周知を今後も行ってまいりたいと考えております。 

        私からの説明は以上です。 

都留会長    ありがとうございました。 

        ただいまの説明内容に関して、何かご質問があればお願いします。 

        労側。 

田代委員    多岐にわたるご説明、ありがとうございました。最後のほうにご説明さ

れたところですけど、業務改善助成金については、パンフレットをつくっ

ていろいろ周知されていると思うんですけれども、この東京での実績とか

は何か分かるんですか。今すぐでなくていいんですけど、利用実績、もし

くは申請したけれども駄目だったとか、そういったデータはあるものなの

でしょうか。 

賃金課長    専門部会のほうで報告させていただいてもよろしいでしょうか。 

都留会長    労側委員、ほかに質問ございますか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    使側委員、質問ございますか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    それでは、議事（４）「その他」に進みます。 

        何か予定の議題以外に審議すべき事項がありますか。労側委員、使側委

員、事務局、ございませんか。よろしいですか。 

（「なし」の声あり） 

都留会長    よろしければ審議を終了したいと思いますが、その前に、今年度の審議

に当たって、会長としての所感を述べさせていただきたいと思います。 

        主に３点ありまして、一つは法的なこと、２番目は経済的なこと、３番

目は審議の進め方に関わることです。 

        最初の法律的なことですが、最低賃金法の第１条を読み上げさせていた
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だきます。 

        この法律は、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障するこ

とにより、労働条件の改善を図り、もって、労働者の生活の安定、労働力

の質的向上及び事業の公正な競争の確保に資するとともに、国民経済の健

全な発展に寄与することを目的とする。これが第１条の内容です。 

        私が毎年、最低賃金審議会を進めるに当たって参考としている労働調査

会出版局編の最低賃金法の詳解という本のこの趣旨説明を読み上げます。

この第１条ですね。 

        本条は、最低賃金の目的を規定したものである。最低賃金制の目的は、

第一義的には低賃金労働者に賃金の最低額を保障し、その労働条件の改善

を図ることにあることは言うまでもない。したがって、本条においても、

この本法の第一義的目的として掲げているが、最低賃金制実施の効果は、

社会政策、労働政策、経済政策等の各分野に及ぶものであるから、これら

の分野において効果を上げることも第二義的目的として掲げ、究極的には

国民経済の健全な発展に寄与しようとするものであることを明らかにし

ているということです。この最低賃金法の趣旨の原点に立ち戻って審議を

しをしていただきたいということです。 

        第２点目は、私は経済学者ですから、経済学的な観点から今の第１条の

内容を眺めてみますと、こういうことになります。 

        賃金は、まず何よりもコストです。企業のコストには様々な費用があり

ますが、その中でもかなりの大きな比重を占めるコストであります。他方、

賃金は消費需要の恐らく最も大きな源泉です。こういう二面性があります。 

        さらに、最近の経済学の知見では、賃金には労働インセンティブに影響

を与える側面があるということが明らかになっています。これは先ほど私

が読み上げました最低賃金法の第１条の中で、もって労働力の生活の安定、

労働力の質的向上、ここに関わることであるというふうに考えます。 

        ３番目、今年の審議の在り方についてですが、最低賃金をめぐっては、

先ほど言いましたように、コストという面と労働者の生活安定の源泉とい

う面がありますので、労使間に対立があるということは、ある意味自明な

ことです。 
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        議論において、やはり私はこの最低賃金法の趣旨、特に、もって以降の

趣旨をも踏まえて、その原点に立ち戻りながら議論を尽くしていただきた

いと考えます。 

        そして、議論を尽くしたら、民主主義のルールに従って冷静な結論を得

ていただきたい、これが会長としての私の所感です。 

        以上です。 

        事務局から連絡事項等はありますか。 

賃金課長    次回の開催日程につきましては、後日事務局よりご連絡をさせていただ

きます。各委員皆様方のご出席をよろしくお願いいたします。 

        以上です。 

都留会長    それでは、今回はこれにて終了といたします。本日はありがとうござい

ました。 


